
 2016年度 法人委員会 自己点検・評価報告書

基準１ 理念・目的

現状の説明

当年度・次年度対応
Ｆ列にあれば記述

中長期的対応
Ｆ列にあれば記述

（１）学校法人の理念・目的は適切に設定されているか

a ◎高等教育機関として追及すべき目的（建
学の精神，教育理念，使命）を踏まえて、
当該付属機関・委員会の理念・目的を設定
していること。

　法人の理念は，前身である明治法律学校以来の建学の精神である
「権利自由・独立自治」に基づき，学校を設置し，その教育・研究
活動を通じて，広く社会・人類への貢献を行うものである。
　建学の精神である「権利自由，独立自治」は，個人の権利や自由
を認め，学問の独立を基礎として自律の精神を養うという理念を広
く普及させることを意味する。
2011年には，建学の精神にのっとり，本法人及び設置学校における
長期的なビジョン（目標・戦略課題）である「学校法人明治大学長
期ビジョン（以下「長期ビジョン」という。）」を策定した。
　長期ビジョンは，将来にわたり，明治大学が「新しい知の創造」
及び「時代の要請に応える人材の育成」の拠点であり続け，世界に
大きく飛翔するため，現在に至るまでの明治大学の歩みを振り返る
とともに，可能性を見極め，創立150周年を見据えて，当面する今後
10年間の強化の方向性及び理念について定めたものである。将来に
向けた大きな方向性・到達すべき目標として，「世界へ-国際人の育
成と交流のための拠点　世界で活躍する強く輝く「個」を育てる教
育研究の実現」という長期ビジョンを策定した。
　また，長期ビジョンを着実に実現するために「学校法人明治大学
中期計画（以下「中期計画」という。）」を策定し，2014年度から
2017年度を第１期中期計画と位置付けている。
　本学は，長期ビジョン及び中期計画に基づき，学校法人の健全な
運営や適正な事業の遂行を推進している。

長期ビジョンを実現す
るために「中期計画」
を策定し，教職員一体
となって取り組んでい
る。

第１期中期計画の達成
状況を踏まえながら，
2018年度～2021年度ま
での第２期中期計画策
定に向けて準備を進め
る。

b ●当該付属機関・委員会の理念・目的は、
建学の精神、目指すべき方向性等を明らか
にしているか。

　明治大学全体が，法人・教学の一致した共通理念である長期ビ
ジョン「世界へ-国際人の育成と交流のための拠点　世界で活躍する
強く輝く「個」を育てる教育研究の実現」を実現化するために，基
本政策の策定及び推進を行っている。

長期ビジョンを実現す
るために「第１期中期
計画：2014～2017年
度」を策定した。

「第２期中期計画：
2018～2021年度」の策
定に向けた準備を行
う。

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を
　　評価する項目です。

評価 発展計画

Ｃ列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点・
理由

Ｄ列の現状から記述

改善を要する点・理由
Ｄ列の現状から記述

「改善を要する点」に対する発展計画「効果が上がっている点」
に対する発展計画

Ｅ列における伸張項目



 2016年度 法人委員会 自己点検・評価報告書

基準１ 理念・目的

現状の説明

当年度・次年度対応
Ｆ列にあれば記述

中長期的対応
Ｆ列にあれば記述

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を
　　評価する項目です。

評価 発展計画

Ｃ列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点・
理由

Ｄ列の現状から記述

改善を要する点・理由
Ｄ列の現状から記述

「改善を要する点」に対する発展計画「効果が上がっている点」
に対する発展計画

Ｅ列における伸張項目

（２）学校法人の理念・目的が，教職員及び学生に周知され社会に公表されているか

a ◎公的な刊行物、ホームページ等によっ
て、教職員・学生、受験生を含む社会一般
に対して､当該大学・学部・研究科の理
念・目的を周知・公表していること

　教職員においては，広報課で作成した「明治大学広報ブランド
ブック」を配布し，「明治大学のブランドを築く」や「Meiji
University Brand Story」において本学の理念や建学の精神を掲載
し，本学のブランドイメージの向上を行っている。
　大学ホームページに「建学の精神と使命」というページを設け，
公開している。当該ページにおける2016年度の年間アクセス数は，
19,294件であった。受験生に向けては，大学ガイドブックや受験情
報誌等に建学の精神についての情報を掲載，大学院ガイドブックに
も説明をしている。さらにキャンパスのグローバル化に伴い，外国
語版ホームページ（英語・中国語・韓国語）で説明し，日本語を含
む10か国語で展開している「ALL ABOUT MEIJI」にも創立者の紹介と
ともに，建学の精神に触れている。本学の教育・研究等に関するト
ピックを広く社会に伝えるため，広報課から報道各社にプレスリ
リースをし，その内容を大学ホームページでも公開することで大学
構成員も共有している。2016年度は，産学連携，公開講座，地域連
携などについて133本の情報発信をした。

　2016年３月に公開し
た「ALL ABOUT
MEIJI」は，アジアを
中心とした国からアク
セスがあり，2016年度
は613,854PV（ページ
ビュー）を達成してお
り，外国の者へもわか
りやすいコンテンツを
掲出しているため，効
果が上がっているとい
える。
　プレスリリースを積
極的に行い，2015年度
比17%増となった。

　大学ホームページの
アクセス数が減ってい
ることから，この「建
学の精神と使命」への
アクセスも減ってきて
いると考えられる。

「ALL ABOUT MEIJI」
のコンテンツを更新す
る。
　プレスリリース数を
2016年度比５%増を目
指す。

　2017年度部門目標に
おいて，大学ホーム
ページアクセス数10％
増としていることか
ら，「建学の精神と使
命」のコンテンツへの
アクセス数も10%の増
加を目指す。
　新しい大学ホーム
ページの公開をめざ
し，魅力のあるホーム
ページを作成すべくコ
ンセプトの策定を行
う。

　2018年度中に新たな
大学ホームページを公
開する。
「明治大学広報ブラン
ドブック」を見直し，
新しいブランドブック
を作成する。

（３）学校法人の理念・目的の適切性について定期的に検証を行っているか

a ●理念・目的の適切性を検証するに当た
り、責任主体・組織、権限、手続きを明確
にしているか。また、その検証プロセスを
適切に機能させているか。
・長期ビジョンの実現に向けた中期計画の
実施

　「中期計画」については，第１期（2014～2017年度の４か年計
画）の3年目を迎え，2016年度分の『年度報告』を作成し，2017年３
月１日開催の理事会において報告した。2017年度末には第１期の
『総括』を実施予定である。
　また，2016年度末には，「中期計画（第１期）」を踏まえ，「中
期計画（第２期）」として2018年度から2021年度までの計画の策定
に取りかかった。
　本学構成員が中期計画を共有し，想いを一つにすることによっ
て，長期ビジョンの実現を目指す。

2016年度末に『年度報
告』を作成し，「中期
計画（第１期）」の進
捗状況を確認したこと
により，第２期に向け
た準備に取り掛かるこ
とができた。
また，2016年度は理事
会研究会を複数回開催
し，理事会において中
期計画に係る理解を深
めた。

中期計画の実行にあた
り，今後数値目標を含
めていくことが必要で
ある。

「中期計画（第２
期）」の策定に向け
て，第１期の計画を継
続するか否かの判断を
関係機関で行う。

第２期中期計画を策定
する際は，数値目標を
入れられる項目につい
て含めてもらうよう各
関係機関へ依頼する。

他大学の中期計画や重
要業績評価指標を参考
にしながら，本学に
とって有効となる中長
期計画の立て方につい
て検討を行う。



 2016年度 法人委員会 自己点検・評価報告書

基準６　学生支援

現状の説明

当年度・次年度対応
Ｆ列にあれば記述

中長期的対応
Ｆ列にあれば記述

（３）学生の生活支援は適切に行われているか
　問題の対応に混乱を
生じさせないために，
同対策委員会の相談機
能の限度について可能
な限り明確に表し，周
知する。
　その他「教職員懲戒
規程」の施行に合わせ
て「明治大学キャンパ
ス・ハラスメントの防
止等に関する規程」に
ついても適時に見直
し，改正を含めて検討
していく。

　現在，対策委員(相
談員)は23名である
が，相談内容の多様
化・複雑化に伴い，あ
る程度の専門的知識や
経験を持った委員が必
要であり，また相談対
応時の多大な負担を考
えると，少なくとも30
名程度までの増員を図
りたい。
相談の拠点であるキャ
ンパス・ハラスメント
相談室は，段階的増設
（生田キャンパスの設
置は最優先）も考慮し
ながら，４キャンパス
すべてに配置されるよ
う計画を策定する。

＜キャンパス・ハラスメント＞
　本学は，人権尊重の精神の下で大学の諸活動を適正に運営するた
め「明治大学人権委員会規程」を制定し，人権侵害や差別を防止す
る諸施策を立案・実施している。
　キャンパス・ハラスメントの防止については，同規程第7条の下で
「キャンパス・ハラスメント対策委員会」を設置し，「明治大学
キャンパス・ハラスメントの防止等に関する規程」及び同規程第５
条に基づく「明治大学におけるキャンパス・ハラスメントの防止等
に関するガイドライン」に従って行われている。キャンパス・ハラ
スメント対策委員会は，学識経験者を含む23名で構成されている。
ほとんどの相談員が学内教職員であるため，必要に応じて学外機関
の専門家による支援を導入している。規定された事項を運用するた
め「キャンパス・ハラスメント相談室」を駿河台キャンパスに設置
しており，本学構成員すべての者の相談受付窓口となっている。こ
の他，学生，教職員等別に「相談受付窓口」をホームページで明示
している。ハラスメントへの予防対策としては，同対策委員会が発
行する「ハラスメントのないキャンパスへ」を学生及び教職員等に
配付し，隔年に発行する「キャンパス・ハラスメント対策委員会活
動報告書」は教職員に配付している。さらに人権委員会の下に設置
された人権教育・啓発専門委員会が，「学部間共通講座」において
人権に関する授業と，「人権講演会」を実施している。また，学部
等の機関が実施する研修等の中でも，ハラスメント防止の話を盛り
込むようになってきた。特に，職員研修では，新入職員研修をはじ
め，全職員受講を目標とする「ハラスメント予防研修」を毎年複数
回実施している。
　2016年４月から2017年５月までに寄せられた相談件数は51件と
なっている。学生からの相談は，学生相談室との連携が必要なケー
スが多いため，同対策委員会副委員長に学生相談事務長が指名され
ている。また，相談対応に際し，精神的配慮がより必要な場合が多
いことから，必要に応じて学外機関の専門家による支援も導入して
いる。
　相談内容は多岐にわたり，当事者間で起きるトラブルの調整だけ
では片付けられない背景を持ち，根本的な解決が得られない事例が
増えてきている。そうした場合に，教育・研究の場や職場に状況改
善のための対応を求める機会も少なくない。現在は，必要に応じ
て，対策委員長及び担当相談員が関係部署の責任者と面談し，口頭
による依頼や申し入れを行ってきているが，昨今，連携の実施が困
難な事例が続き，他組織との連携についてシステム化が必要であ
る。

　学部等の機関が実施
する研修等の中で，ハ
ラスメント防止の話を
盛り込むようになって
きた。特に，職員研修
では，全職員受講を目
標とする「ハラスメン
ト予防研修」を毎年複
数回実施している。
　ほとんどの相談員が
学内教職員であるた
め，必要に応じて学外
機関の専門家による支
援を導入しており，大
変有効である。

　学外機関の専門家に
よる支援の内容につい
て，現在は相談員等へ
の助言や面談の同席に
留まっているが，「専
門家相談員」として位
置づけることを推進す
る。

発展計画

Ｃ列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点・
理由

Ｄ列の現状から記述

改善を要する点・理由
Ｄ列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

Ｅ列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画

●方針に沿って，生活支援のための仕組み
や組織体制を整備し，適切に運用している
か。
○ハラスメント

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を
　　評価する項目です。

評価

　特に大学院生の相談
では，悪い状況が常態
化してしまい，問題を
抱えて身動きが取れな
い状態を訴えてくる場
合が多い。研究室等で
起こる問題は表面化し
にくく悪化しやすい。
現場の組織は注意を払
い，早めの対応が必要
である。
　大学構成員が人権や
ハラスメントの理解を
深めるために，人権委
員会と人権教育・啓発
専門委員会が中心と
なって，現場の組織と
協働してハラスメント
予防策を実施すること
が重要である。特に，
教員と学生に向けた研
修・講習の実施が不足
している。
　同対策委員会の相談
機能の限度について，
規程等に明示されてい
ないとの指摘があっ
た。
ハラスメント相談に際
して，当事者にカウン
セリングなどのサポー
トが必要な場合も多い
が，教職員には学内に
おけるメンタルヘルス
ケアへの具体的な枠組
みがない。
　相談の拠点である同
相談室は，現在駿河台
のみの設置であるた
め，駿河台以外の構成
員にとって不便であ
る。



 2016年度 法人委員会 自己点検・評価報告書

基準７　教育研究等環境

現状の説明

当年度・次年度対応
Ｆ列にあれば記述

中長期的対応
Ｆ列にあれば記述

（１）教育研究等環境の整備に関する方針を明確に定めているか

a ●学生の学修，教員の教育研究の環境
整備に関わる方針を，当該大学の理
念，目的を踏まえて，定めているか。

　理事会は，「学校法人明治大学長期ビジョン」（2011年11月）を策定し，10
年後の明治大学のあるべき姿として定めたビジョン「世界へ－国際人の育
成と交流のための拠点 世界で活躍する強く輝く「個」を育てる教育研究の
実現」を現実化するために，(1)「個」を強め，社会と世界をリードする人材育
成の拠点，(2)知の創造と開かれた学問の拠点，(3)世界を結ぶヒューマン
ネットワークの拠点，(4)学術・文化を世界に発信する拠点としていくことを方
針として掲げている。
　また，これを具体化するための基本的方針として「施設設備整備計画」の
項目を設定し，教学が策定した「グランドデザイン2020」等との整合性を図り
ながら，明治大学の教育研究に寄与する教育環境を整備することを明示し
ている。
　さらに，長期ビジョンを具体化するために，2014年度に「学校法人明治大
学中期計画」を策定し，「施設設備整備計画」の項目で，(1)既存施設の修
繕計画，(2)既存施設の建替え計画，(3)新規施設の利用計画，(4)学外賃
借施設の取り込み，について，それぞれ目標・ロードマップを作成した。

第１期中期計画の「施設
設備整備計画」で具体的
な計画を立てたことによ
り，関係部署が目標・
ロードマップに沿って計
画を遂行している。

第２期中期計画において
も引き続き「施設設備整
備計画」に係る計画を立
て，本学の教育研究環
境の提供に取り組む。

●教育研究等環境の適切性を検証する
にあたり，責任主体，組織，権限，手
続きを明確にしているか。
●その検証プロセスを適切に機能さ
せ，改善につなげているか。

　法人側の施設設備整備計画については，理事会の下に設置している教
育研究施設計画推進委員会において，本大学全体における本法人の地
区計画・教育研究施設整備計画の策定及び推進を行うとともに，駿河台，
和泉，生田及び中野の各キャンパス並びにその他の用地における本法人
の地区計画・教育研究施設整備計画の策定及び推進を行っている。
　また，中期計画については，中期計画策定委員会規程第２条第３号に，
委員会の任務のひとつとして，「中期計画の実績等評価に関すること」と定
められているため，計画は定期的に進捗状況をチェックするとともに，適宜
見直しを実施していく。2016年度は『年度報告』を作成し，進捗状況を把握
したことにより，第１期の最終年度（2017年度）に取り組むべき計画について
確認を行った。

2016年度は『年度報告』
を作成したことにより進捗
状況を把握することがで
き，2017年度に取り組む
べき事項について確認
ができた。

第１期中期計画で達成
できなかった計画につい
ては，第２期中期計画で
実現できるよう継続して
取り組む。

・キャンパスグランドデザイン 　2015年度は，教育研究施設計画推進委員会の下，2014年度に常勤理事
を座長とする各キャンパスの施設計画推進専門部会にて決定された優先
順位の要望に基づき，本学の財政状況等を踏まえながら，今後10年間を
見据えた大学全体の施設建設計画に係る優先順位を策定した。
　今後はこの計画に基づき，教育施設，研究施設，学生環境の整備を推進
する。あわせて，既存施設の修繕，改修についても適切に実施する。
　2016年度も教育研究施設計画推進委員会を10月と12月に開催し，大学
全体の施設建設計画の検討を進めた。

教育研究施設計画を推
進するためには本学の
財政状況も鑑みる必要
があり，資金計画と連動
して取り組む必要があ
る。

第２期中期計画では，財
務と施設計画を合同で
検討する「財務戦略・施
設設備整備計画専門部
会」において，中期計画
を策定する。

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を
　　評価する項目です。

b

評価 発展計画

Ｃ列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点・
理由

Ｄ列の現状から記述

改善を要する点・理由
Ｄ列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

Ｅ列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画



 2016年度 法人委員会 自己点検・評価報告書

基準７　教育研究等環境

現状の説明

当年度・次年度対応
Ｆ列にあれば記述

中長期的対応
Ｆ列にあれば記述

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。
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　　評価する項目です。
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効果が上がっている点・
理由

Ｄ列の現状から記述
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Ｄ列の現状から記述
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に対する発展計画
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「改善を要する点」に対する発展計画

（２）十分な校地・校舎および施設・設備を整備しているか
　教育研究環境整備に関する方針に基づき，各校地・用地に必要な校舎・
施設を整備・配備している。2016年３月現在，本学の校地面積は625,959
㎡，校舎面積は331,802㎡で，大学設置基準上必要な校地・校舎面積を充
足している。

有形固定資産の管理については，「学校法人明治大学固定資産・物品管
理規程」第３条において，「教育研究の効果を上げるため常に良好な状態
において維持するとともに，経済性に留意し，有効適切に管理するよう努め
る」ことを原則としている。財務部長が総括管理責任者となり，担当常勤理
事の命を受けて管理業務を統括し，この下に各キャンパス管理責任者を置
き，資産登録台帳等を作成することにより，維持管理をしている。
　施設維持の管理方式としては，駿河台キャンパスは統括管理方式，和
泉・生田キャンパスは個別管理方式，中野・調布キャンパスは総合管理方
式により，設備・清掃及び警備の各業務をそれぞれ外部業者に委託してい
る。キャンパス外施設は，関連部署（分任管理責任者等）及び外部業者等
と連携をとりながら適切な管理を行っている。
　安全衛生管理については，消防設備点検及び建築設備定期点検を実施
し，法令を遵守した管理を行っている。さらに，ビル管理法に基づく害虫点
検・駆除及び空気環境測定も行っている。

施設維持管理体制につ
いては，各キャンパスごと
に専門的なスキル・経験
を有した外部業者に委
託している。そのため，コ
ンプライアンスに基づい
た各種法定点検等の適
切な対応が可能となって
おり，安全かつ安定した
施設・設備の維持管理が
可能となっている。

委託業者に関しては，専
門的なスキル・経験を有
した外部業者に委託して
いるが，それらを効果的
に発揮させるためには，
本学にも実務家職員の
配置が必要とされてい
る。

各キャンパスでの外部業
者への委託状況を横断
的に分析することにより，
３つの管理方式（統括管
理・総合管理・個別管
理）を基軸に比較・検証
を行う。検証結果をもとに
委託先の変更並びに契
約内容の一部変更等を
行い，適正な管理体制の
確立を目指す。加えて，
委託体制のスリム化，効
率化も並行して検証する
ことにより，費用面での改
善も図る。

2016年度以降，電機室
技能職員を恒常的に配
置させることになった。定
年退職等による補充人
事の際に，スムーズに引
継ぎができるようにする。

2016年度以降，電機室
技能職員を恒常的に配
置させることになった。こ
の配置については，特定
のキャンパス勤務を指定
するものではなく，キャン
パス間を横断的に業務
俯瞰できるようになって
いる。

校地・校舎，施設・設備の改善状況 ＜校地・校舎，施設・設備の改善状況＞
　2016年度の各キャンパスにおける主な施設設備等の改善状況は次のと
おり。
駿河台キャンパスでは，12号館大型空調機更新工事を実施した。また，３カ
年計画で行うリバティタワー防災センター総合操作盤更新工事（１年目）を
実施した。
　和泉キャンパスでは，和泉食堂館「和泉の杜」１，２階改修工事を実施し，
学生の生活環境が大きく改善された。同施設3階及び各階トイレ部分につ
いては，2017年度に改修予定である。また，和泉総合体育館西棟サブホー
ル他空調機設置工事を実施し，これまで空調機が設置されていなかった体
育館の環境改　善を行った。
　生田キャンパスでは，新任教員が着任するタイミングにあわせ，農学部・
理工学部研究室・実験室改修他工事を実施し，教育研究環境の整備を
行った。また，特高受変電設備更新工事（第Ⅲ期）を実施し，３カ年計画で
の工事が全て完了した。
　また，全地区洋式トイレ洗浄便座設置工事（第Ⅰ期）として，全キャンパス
の主要トイレをウォシュレット化し環境改善を行った。2017年度も継続して改
善を進める計画である。

老朽化が進んだ施設や
耐用年数を大幅に経過
している設備の更新を行
うことで，学生の安全か
つ快適な生活環境や教
育研究環境が確保でき
た。
特に，和泉キャンパスの
食堂館改修工事や全
キャンパスの主要トイレ
ウォシュレット化の効果は
大きい。

老朽化が進んだ施設や
耐用年数を経過している
設備はまだ多数残ってい
ることから，年次計画的
に順次対応していく必要
がある。

老朽化が進んだ施設や
耐用年数を経過している
設備はまだ多数残ってい
ることから，年次計画的
に順次対応していく。
具体的には，和泉キャン
パスの食堂館3階部分及
び各階トイレ部分の改修
工事や全キャンパスの主
要トイレウォシュレット化
については，引き続き，
2017年度に実施予定で
ある。

施設設備の耐用年数に
基づき策定している修繕
計画に基づき，順次，計
画的に改善を行う。
同時に，学生からの施設
設備面に関する要望を
可能な限り実現する。

老朽化した建物の建替
えを行うにあたり，学生か
らの施設設備面の要望
を可能な限り反映させ，
学生にとっての安全性や
快適性を備えた建替えを
行うことで，抜本的な学
生の環境改善を行う。

a ◎校地及び校舎面積が，法令上の基準
（大学設置基準等）を満たしている
か。かつ，運動場等の法令上必要な施
設・設備を整備しているか。
●方針に沿って，施設・設備，機器・
備品を整備し，管理体制や衛生・安全
を確保する体制を備えているか。
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●バリアフリーに対応する等，施設・
設備の安全性，利便性を向上させるた
めの取り組み

＜ユニバーサルデザインへの対応＞
　本学は「明治大学グランドデザイン」の「全学のビジョン（１）教育」におい
て，「⑤地域，文化，世代，障害を越えた多様な人々が学びあう教育環境を
提供します」と謳っている。また，「全学のビジョン（５）学生生活支援」にお
いて，「④バリアフリーに配慮したキャンパスにする」ことを方針としている。
これらの方針に基づき，2000年度以降新築された校舎は，バリアフリー対
応が施されている。
　駿河台キャンパスでは，学生が利用する主要施設であるリバティタワー・
12号館・アカデミーコモン・グローバルフロントについて，階段手すり・点字
ブロックが整備されている。多目的トイレは合計54カ所に設置されている。
また，2015年度には，駿河台キャンパス（４カ所），和泉キャンパス（１ヶ所），
生田キャンパス（３カ所）及び中野キャンパス（２カ所）の計１０カ所の多目的
トイレに，ベビーシート及びベビーチェアを設置し，男女共同参画の推進に
寄与した。
　また，施設の安全性の向上を目的として，老朽化した建物の外壁点検
（12号館），外壁・防水改修工事（猿楽町第5校舎）を行った。
　なお，施設・設備の改修や修繕を行う際に，バリアフリーに配慮をした工
事を行っている。

2000年度以降に新築さ
れた校舎は，バリアフリー
対応が施されている。

1999年度以前に新築さ
れた校舎において，バリ
アフリー対応が十分に進
んでいない施設がある。

これまでのバリアフリー対
応から，誰もが使いやす
いユニバーサルデザイン
へ移行し，必要に応じて
対応を施していく。

これまでのバリアフリー対
応から，誰もが使いやす
いユニバーサルデザイン
へ移行し，必要に応じて
対応を施していく。

＜和泉キャンパス＞
　構内は点字ブロックが敷設され，校舎間の動線全てが点字ブロックでつ
ながっている。また，トイレ入口のサインを点字付のものに更新するなど，細
部にいたるまで対応している。多目的トイレは，キャンパス全体で14カ所に
設置し，2017年2月に，第一校舎１階多目的トイレにオムツ交換台及びベ
ビーチェアを設置した。しかし，エレベーターやスロープが設置されていな
い建物があるため，改善が必要である。
　なお，施設・設備の改修や修繕を行う際に，バリアフリーに配慮をした工
事を行っている。

2016年度は，雨により濡
れた点字ブロック上を歩
行して転倒しないように
するため，メディア棟正
面屋外の点字ブロック
に，すべり止めテープを
貼付した。
また，図書館の多目的ト
イレにオムツ交換台が設
置されているが，図書館
利用資格者に限定され
ていた。第一校舎に設置
したことにより，男女共同
参画の推進を図った。

第二校舎，第三校舎，研
究棟，リエゾン棟にエレ
ベーターが設置されてい
ない。

キャンパス内の施設・設
備の改修や修繕を行う際
は，小規模でも，バリアフ
リーに配慮し，安全と利
便性を向上させるよう，工
事を進めていく。

第二校舎，第三校舎の
代替施設として新教育棟
（仮称）の建設時に，バリ
アフリー化を図る。

a



 2016年度 法人委員会 自己点検・評価報告書

基準７　教育研究等環境

現状の説明

当年度・次年度対応
Ｆ列にあれば記述

中長期的対応
Ｆ列にあれば記述

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を
　　評価する項目です。

評価 発展計画

Ｃ列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点・
理由

Ｄ列の現状から記述

改善を要する点・理由
Ｄ列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

Ｅ列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画

＜生田キャンパス＞
・生田キャンパスでは，2007年度大学評価（認証評価）結果からバリアフ
リーについて検討を重ね，2011年度の地域産学連携研究センター建設に
伴い，従来から検討してきた西北門からの登校路にある坂道を，エレベー
ター・エスカレーターで上下を結ぶ連絡通路を建設することでキャンパスへ
のアクセスのバリアフリー化を実現した。
・キャンパス内にも点字ブロック・手すり等を順次設置している。
・多目的トイレはキャンパス全体で18カ所に設置している。
・バリアフリーについて，設備は徐々に設置されているが，車椅子利用者が
建物間を移動する際，キャンパス内に急勾配や段差がある箇所が多く，支
障をきたしているのが現状であるため，今後の建設計画の中で，建設位置
と既存建物との動線に配慮する。
・2015年度は，多目的トイレの設置箇所を利用者がわかるように，校舎入口
に掲示を行った。
・2015年８月に図書館内には段差解消昇降機を設置した。
・2015年度末にキャンパス内の主要校舎の多目的トイレ等にベビーシート・
ベビーチェアを設置した。
・2016年度末に生田キャンパス教育研究環境整備委員会でキャンパスの
バリアフリー化について，従来から各学部が障がい者のニーズに合わせて
個別対応してきたため，キャンパス全体のバリアフリー化の推進を協議して
こなかったが，2017年度に既存建物等の調査を実施し，当委員会の下部
組織である生田キャンパスグランドデザイン専門部会で改善策等の検討と
優先順位を決め軽微なものから着手する。



 2016年度 法人委員会 自己点検・評価報告書

基準８　社会連携・社会貢献

現状の説明

当年度・次年度対応
Ｆ列にあれば記述

中長期的対応
Ｆ列にあれば記述

（２）教育研究の成果を適切に社会に還元しているか
教育研究の成果を基にした社会へのサービス活動

a ●方針に沿って，社会連携・社会貢献を推
進しているか。
・戦略的広報活動の展開

　広報戦略本部を中心に，教育研究活動及びこれに付随する諸活動に関
する情報等を広く学外に発信するための広報戦略を策定するとともに，そ
れに基づく最重点項目を設定し，本学のブランドを高める広報活動を推進
した。教育研究の成果については，「明治大学広報」「広報誌明治」等の紙
媒体のほか，ホームページ，ＳＮＳ等各種媒体を通じて本学情報を学外に
発信した。さらに，本学教員が社会問題を解説する情報WEBサイト
「Meiji.net」では，身近な社会問題から最新の時事問題まで取り上げて，社
会から関心を引くようなコンテンツを公開し，そのコンテンツを冊子体で和英
併記した「M's Opinion」を発刊している。
　2016年度から文部科学省が募集を行った「私立大学ブランディング事業
(タイプB)」に，本学が申請した「Math Everywhere：数理科学する明治大
学」が採択された。社会に当取組を浸透させるため，新聞広告や専用ホー
ムページの公開，高大連携授業の実施等，ブランディング広報を戦略的に
行った。
　また，「マスコミ交流会」を3度開催し，マスコミ関係者との情報交換を行
い，交流を深めた。

・大学における「研究」情
報の発信強化に努め
「Meiji.net」では，40人以
上にのぼる教員の協力
のもとコンテンツを公開
し，34万件のPV(ページ
ビュー)があった。また，
Yahoo!ニュースと社会の
課題を解決するサイトとし
て業務提携を行ってい
る。
・グローバル広報では，
本学へ留学したいという
意欲を駆り立てるため，
「Tokyo DOKIDOKI
Campus LIFE」という本学
の魅力や教育内容を紹
介した動画を配信し，3
万件の視聴があった。
・改善点としていた，学生
へのインナー広報のあり
方については，「M-
Style」という紙媒体から
「MEIJI NOW」というWEB
媒体に変更し公開を行
い，学内外から多くのア
クセスがある。

・研究ブランディング事
業におけるホームページ
について，日本語以外の
コンテンツがない。
・研究ブランディング事
業を推進していくための
広報体制が確立されて
いない。
・マスコミ関係者との良い
リレーションを構築するた
めに，「マスコミ交流会」
を実施しているが，個々
の記者との信頼関係を深
めていく必要がある。

・教員による情報発信基
地として「Meiji.
Net」のプレゼンスを学内
であげていく。そのためイ
ンナー広報をさらに強化
し，研究情報の発信をは
じめとした広報意識を全
学に拡大していく。教員
向けのプレスリリース手
引きや広報ブランドブック
を基に発展させる。

・マスコミ交流会に記者を
招くだけでなく，普段から
の情報提供を積極的に
行い，接触を増やしてい
くことで，パブリシティを
強化していく。
・媒体の訴求対象と，費
用・効果を分析し，適切
に資源を投下していく。
・研究ブランディング事
業推進に向けて，広報の
会議体での承認過程を
確立する。

・プレスリリースを軸に，
動画や画像を記者に提
供しつつ，時代に応じた
情報発信を実施できるよ
うにする。とくに研究成果
の発信においては，動画
などを用い実際に目に触
れることで記者を納得さ
せ，「記事にしたい」と思
わせるように喚起し誘導
していく。
・研究ブランディング事
業を含めた本学の研究
ブランドの広報活動につ
いいて計画を立案・実施
するため，当該部署との
協力体制を構築する。

学外組織との連携協力による教育研究の推進

a （検証システムと改善実績）
●社会連携・社会貢献の適切性を検証する
にあたり，責任主体・組織，権限，手続を
明確にしているか。
●その検証プロセスを適切に機能させ，改
善につながっているか。
・系列法人「国際大学」との連携

　本学の系列法人である学校法人国際大学とは，相互の建学の理念を尊
重の上，法人間の連携及び教育研究活動の包括的な交流と連携・協力を
推進することにより，両法人の目指す「世界トップクラスのグローバルユニ
バーシティ」の実現に向けて，相互に事業計画及び教育研究活動の支援
を行っている。2016年度も本学から役員の過半数を派遣するとともに，系列
法人協議会，入学ガイダンス，実践的教育プログラム等の各連携事業を実
施した。

2016年度は，「教員人材
交流に関する覚書」に基
づき，本学から相手大学
へ教員を派遣し，講義等
を実施した。

教員人材交流について
は，相互交流であること
が望ましいため，相手大
学からも本学において講
義を実施できるよう学内
関係部署と連携して推進
する。

「改善を要する点」に対する発展計画

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を
　　評価する項目です。

評価 発展計画

Ｃ列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点・
理由

Ｄ列の現状から記述

改善を要する点・理由
Ｄ列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

Ｅ列における伸張項目



 2016年度 法人委員会 自己点検・評価報告書

基準９　管理運営・財務　（１）管理運営

現状の説明

当年度・次年度対応
Ｆ列にあれば記述

中長期的対応
Ｆ列にあれば記述

（１）学校法人の理念･目的の実現に向けて，管理運営方針を明確に定めているか。
●意思決定プロセスや，権限・責任（教学
と法人の関係性），中長期的な大学運営の
あり方を明確にした管理運営方針を定めて
いるか。

　学校法人を代表する「理事長」を置き，大学を代表し，教職員を
統督する「学長」を置いている。学長は，「学校法人明治大学寄附
行為(以下，寄附行為とする。)」上で理事と定め，教育・研究計画
を理事会に提案するとともに，経営的責任を負っている。理事長等
理事に関する業務基準・専決事項は「理事会，常勤理事会及び理事
長等の業務基準及び権限等に関する規程」に定められ，各事務部門
については，「事務管理職職務権限規程」に部門管理者の職務及び
権限を規定している。
　理事長は，理事会を主宰し，理事会は「事業計画書」をはじめ，
本法人の重要事項を議決し，構成員は，理事長，学長，常勤理事
（６名），理事（４名）及び監事（３名）であり，定期（毎月隔
週）で開催されている。効率的な意思決定に資するため「業務執行
権限の委任に関する理事会申合せ」に則り，理事会，常勤理事会及
び理事長の業務執行権限を下位の執行機関又は執行者に委任してい
る。常勤理事会は，理事会決議の具体的施策に関して協議するとと
もに，理事会に付議する事項について事前協議するために設置し，
原則毎週開催している。構成員は理事長，学長及び常勤理事（６
名）であり，オブザーバーとして教学から総合政策担当副学長が出
席している。また「理事会と学部長会との懇談会」を適宜開催し，
教学組織との情報共有に努めている。

　前理事会において
は，本学情報部門の外
部評価を実施し，当該
評価において，「全学
に対するシステム化戦
略を検討・決定する仕
組み・組織を検討すべ
きである。」と指摘さ
れていた。
　ついては，今期理事
会では理事者の増員を
行い，また，「情報担
当常勤理事」を置き，
情報に特化した業務を
専門的に行う体制を構
築した。

　評議員会は，評議員88名をもって組織し，年２回定時に，必要が
あるときは臨時で開催する。評議員会の議決要件等は寄附行為に規
定している。各学部長，大学院長，法科大学院長，専門職大学院長
及び高等学校長兼中学校長が職務上の評議員として出席し，法人と
しての意思決定に参画している。

　制度改革検討委員会
答申に基づき，寄附行
為等の関係校規を改正
し，①教職員と校友の
員数のバランスを図
る，②法科大学院長及
び専門職大学院長を職
務上の評議員とする，
等の改革を実施するこ
とにより，安定した大
学経営に寄与した。

●法人運営の基本方針（「長期ビジョン」
の明示と周知及びその検証システム

　理事会では，建学の精神に則り，本法人及び設置学校における長
期的な目標や戦略課題を示す「学校法人明治大学長期ビジョン」
（以下「長期ビジョン」という。）を策定した。10年後(2020年)の
長期ビジョンとして，「世界へ-国際人の育成と交流のための拠点，
世界で活躍する強く輝く『個』を育てる教育研究の実現-」を掲げ，
ビジョン実現のための理念として「『個』を強め，社会と世界を
リードする人材育成の拠点」等を５つ掲げ，これら５つの理念を具
体化するための施策として，①教育，②研究，③社会連携・社会貢
献，④国際連携，⑤施設設備整備計画，⑥財務戦略，⑦組織・運営
体制，⑧明治高等学校・中学校の領域で８つの基本方針を定めた。
この中で特に⑤～⑦については，学校法人としての管理運営方針を
明示したものである。

長期ビジョンを具体化
するための８つの基本
方針に基づき，「中期
計画」を策定した。
2016年度は第1期
（2014～2017年度）の
３年目を迎え，中期計
画策定委員会及び理事
会において進捗状況を
確認した。

2018年度には中期計画
の第２期を迎えるた
め，第１期の達成状況
等を踏まえながら，第
２期中期計画の策定に
向けた準備に取り掛か
る。

a

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を
　　評価する項目です。

評価 発展計画

Ｃ列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点・
理由

Ｄ列の現状から記述

改善を要する点・理由
Ｄ列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

Ｅ列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画



 2016年度 法人委員会 自己点検・評価報告書

基準９　管理運営・財務　（１）管理運営

現状の説明

当年度・次年度対応
Ｆ列にあれば記述

中長期的対応
Ｆ列にあれば記述

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を
　　評価する項目です。

評価 発展計画

Ｃ列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点・
理由

Ｄ列の現状から記述

改善を要する点・理由
Ｄ列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

Ｅ列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画

(「中期計画」の検証システム）
中期計画の検証方法について記述してくだ
さい。検証システムについては，2015年度
に，どのような検証を行い，検証の結果は
どのような状況で，どのような課題があ
り，どのような改善を行ったのか，検証し
た内容がわかるように記述をお願いしま
す。

　2014年９月に，長期ビジョンを具体化するため，「学校法人明治
大学中期計画（第１期：2014年度～2017年度）」（以下「中期計
画」という。）を策定した。上述した長期ビジョンの①～⑧の基本
方針に基づき，それぞれ具体的な目標及びロードマップを策定し
た。
　中期計画は，「中期計画策定委員会」において，実績等評価及び
適宜計画の見直しを実施することとなっている。2016年度は，進捗
状況の確認として『年度報告』を作成した。

2016年度末に『年度報
告』を作成し，「中期
計画（第１期）」の進
捗状況を確認したこと
により，第２期に向け
た準備に取り掛かるこ
とができた。

2015年度に『中間総
括』を実施した際に，
“達成度”の割合を示
すようにしたが，この
割合は各担当部署の判
断によるものであっ
た。

「中期計画（第２
期）」の策定に向け
て，第１期の計画を継
続するか否かの判断を
関係機関で行う。

「中期計画（第２
期）」では，計画の中
に可能な限り数値目標
を含めることとした。

中長期計画の策定にあ
たっては，ＫＰＩ（重
要業績評価指標）の設
定も視野に入れながら
準備を進める。

●方針を教職員が共有しているか。 　長期ビジョン及び中期計画はホームページに公表するとともに，
教職員には冊子やＭＩＣＳ（事務情報共有サービス）に掲載してい
る。また新入職員研修において，長期ビジョンに基づいた本学の方
向性や理念について説明を行っている。

冊子の配付，ホーム
ページ及びＭＩＣＳの
公開によって，教職員
全体に長期ビジョン及
び中期計画は周知され
ている。

「中期計画（第２
期）」が策定された際
も，前回と同様に冊子
発行やホームページ等
の公開により，周知さ
せる。

（２）明文化された規程に基づいて管理運営を行っているか
関連法令に基づく管理運営に関する学内諸規程の整備とその適切な運用

a ◎所用の職を設け，これに対応する組織を
整備し，これらの権限を明確に定めている
か。
●方針に基づき，適切な規程を整備し，規
程に則った管理運営を行っているか。

＜学内諸規程の整備とその適切な運用＞
　法人の管理・運営及び設置学校の教育・研究に関する業務に必要
な事項は，校規として制定している。この校規は，その内容及び制
定時の決裁機関に応じて，規則，規程及び例規（要綱，細則，基準
及び要領）に分類管理している。これら校規のすべては，ＭＩＣＳ
で参照が可能であり，理事会等において新規制定・改廃のあった
時，ＭＩＣＳによりその通達を示達し，関係者への適切な周知が図
られている。理事会・常勤理事会等の執行機関や法人役員及び事務
管理職が有する決裁権限のほか，人事，財務，調達等に係る適正な
業務執行に必要な校規に加え，これらの業務執行の適切性を担保す
るための一連の決裁手続についても校規として整備されている。

a



 2016年度 法人委員会 自己点検・評価報告書

基準９　管理運営・財務　（１）管理運営

現状の説明

当年度・次年度対応
Ｆ列にあれば記述

中長期的対応
Ｆ列にあれば記述

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を
　　評価する項目です。

評価 発展計画

Ｃ列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点・
理由

Ｄ列の現状から記述

改善を要する点・理由
Ｄ列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

Ｅ列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画

（３）学校法人の業務を支援する事務組織が設置され，十分に機能しているか
◎必要な事務組織を整備し，職員を配置し
ていること。

　事務組織の任務等については，事務組織規程及び事務分掌内規に
定めている。2017年４月現在の事務組織は16部・３室から成る59事
務室・課体制である。事務管理職として，部長・室長，事務長・課
長を置いている。

事務管理職は「職務権限規程」に基づき，担当理事，大学役職者の
命を受け，職務を遂行している。人員配置に関しては，毎年，業務
量・業務内容を把握するため，各部署が業務分担表を作成し，人事
課へ提出することとしている。人事異動は，総務部長及び人事課長
が各部門長にヒアリングを実施の上，部署の現状・要望を把握しな
がら人員配置を決定している。
　事務職員の定員管理については，退職者補充が原則であり,2017年
5月における専任事務職員数は563名となった。また，専任職員以外
にも特別嘱託職員を採用し，ＧＰ等の補助金事業の推進サポートや
キャリア支援，情報メディア関係，学生相談等の専門的な技術や資
格が必要な業務を担当している。

　事務組織の改善については，中期計画に基づき，事務組織のある
べき姿及び個別の事務組織設置・改善に関する検討を行うため，事
務部長会の下に「事務組織改善ワーキンググループ」を設置し，実
施案を策定している。2016年度は，大学支援部の設置，人事部の設
置，ユビキタス教育推進事務室の移管及び大型プロジェクト研究推
進事務室の廃止を決定した。
　また，遂行している業務が本学の教育研究活動における発展の一
助となっていることを各事務職員が理解・把握するために「部門目
標制度」を導入している。部門目標は，毎年度，部長・室長が作成
し，それに基づき，部署目標を事務長・課長が作成・周知すること
により，所属員が具体的な目標及び役割を設定している。さらに，
部門間の業務協力が必要となることも考えられるため，ＭＩＣＳに
各部門及び部署目標並びに行動計画を掲載している。
　大学全体に関わる政策推進にあたっては，部署の枠を超えた事務
職員のプロジェクトチームがある。プロジェクトチームは業務遂行
に必要な事項を定め，事務部長会で承認することにより，チームが
結成される。
　職員個々の資質向上のため，職員研修基本計画，人事評価制度，
人事異動方針とも連動させ人事制度全体として職員個々の強化及び
資質向上に取り組んでいる。

事務組織改善ワーキン
ググループにおける検
討を経て，2017年４月
に事務組織の改編を一
部実施した。

事務組織改善ワーキン
ググループにおいて残
された課題については
引き続き検討・協議が
必要である。

中期的な課題について
は，2017年度も事務組
織改善ワーキンググ
ループにおいて引き続
き検討を行う。

2017年度の事務組織改
善ワーキンググループ
では，前年度から残さ
れた課題の中から短期
的（2018年度目標）に
実施・解決が可能な課
題について検討を行
う。

事務組織の改善は，時
代に変化に合わせて対
応が必要となってくる
ため，その都度，本学
にとってより良い組織
作りに取り組んでい
く。

a



 2016年度 法人委員会 自己点検・評価報告書

基準９　管理運営・財務　（１）管理運営

現状の説明

当年度・次年度対応
Ｆ列にあれば記述

中長期的対応
Ｆ列にあれば記述

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を
　　評価する項目です。

評価 発展計画

Ｃ列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点・
理由

Ｄ列の現状から記述

改善を要する点・理由
Ｄ列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

Ｅ列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画

（４）事務組織の意欲・資質の向上を図るための方策を講じているか
●事務職員の資質向上に向けた研修などを
行うことによって，改善につながっている
か。

＜人事考課に基づく適正な業務評価と処遇改善＞
　事務職員の人材育成とモチベーション向上を目的に業務実績評価
（目標達成度評価を含む）と行動評価制度を組み合わせた人事評価
制度を実施している。目標管理制度を導入したことにより，組織の
中で職員自身がやるべきことを明確化し，目標達成に向けて主体的
に業務に取り組む仕組みを構築している。また，行動評価において
は，資格ごとに定義された行動基準と実際の行動を照らし合わせる
ことにより，本人と組織が期待する姿のギャップを顕在化させ，更
なる自己成長への動機づけとしている。現在，人事評価自体は限ら
れた範囲でしか処遇と結びつけていないが，職員の中に目標達成に
対する意識が向上してきている。

　評価者研修に加え，
被評価者研修も実施し
たことで人事評価制度
の目的・体系等を評価
者と被評価者で共有す
ることができた。

 現行の評価制度は
2010年度より実施して
きており，導入10年目
を目途に制度の検証を
行うと同時に，必要に
応じた制度改定を検討
する必要がある。

特に被評価者研修の実
施回数を増やすことに
より参加者の増加を図
り，被評価者の評価制
度に対する意識を向上
させることにより，人
事評価制度全体の効果
を高め，より一層の高
度化を図る。

　これまでの評価制度
の検証を行う。

　検証の結果を踏ま
え，より一層高度な
「プロフェッショナル
人材」を育成するため
の，より良い評価制度
への改訂を検討する。

＜ＳＤの実施状況と有効性＞
　職員に求められる人材像として定義した「プロフェッショナル人
材」を念頭に置き，職員人事委員会にて毎年策定している職員研修
基本計画に基づき，研修制度を体系立てて実施している。「第１種
研修」（法人主催），「第２種研修」（外部団体主催），「大学院
在学研修」等により，専門性の向上と業務の効率化を図ることを目
的としている。特にアドミニストレーターとして必要とされるマネ
ジメント能力を有する人材養成のため，「職員の大学院在学研修取
扱要綱」に基づき，2016年度は本学グローバル・ビジネス研究科に2
名，東京大学大学院教育学研究科に１名を派遣した。
　また，長期海外研修としてスウェーデンのセーデルトーン大学に
１名，国内研修として国立情報学研究所内JUSTICE事務局に1名，日
本学生支援機構に1名派遣し，専門性の向上を図った。
　さらに，文部科学省や日本私立大学連盟等が主催する調査研究事
業や研修プログラム等に運営委員や講師等とし参画し，大学職員と
して，教育開発や組織開発・人材養成に指導的な役割を果たす者も
多く，これらは求められる職員像の「プロフェッショナル人材」を
体現する取り組みと言える。
　大学のグローバル化推進に寄与するため，学内集合研修型の語学
研修の充実及び外部語学スクール通学への補助等を行い，語学研修
には2016年度は，延べ41名の参加者があった。

「大学マネジメント研
修」を実施し，学長・
理事長が職員に今後の
教育・研究方針及び経
営方針を直接発信し
た。これにより，職員
には，専門性の向上と
業務の効率化が今後よ
り求められるというこ
とが明確に示され，プ
ロフェッショナル人材
を目指すための動機づ
けとなった（参加者数
244名）。

　職員個々人の力量向
上の成果を，全職員に
研修内容・成果を周知
するのと同時に，専門
性の向上，生産性の向
上，組織力の向上に継
続的に結び付ける仕組
みを検討する必要があ
る。

「大学マネジメント研
修」の内容を充実さ
せ，学内の教育・研究
に係る諸施策について
理解を深める機会を提
供することにより，職
員個々の大学で働く
「プロフェッショナル
人材」としての力量形
成を図ると同時に，職
員組織力の高度化を図
る。

　各研修制度の成果の
検証を行い，その波及
効果を高めると同時
に，組織力の高度化を
図ることができる仕組
みの検討を行う。

　職員個々人の力量向
上を図ると同時に，組
織力の高度化を実現す
る体系的な人材開発シ
ステムの構築を行う。

　広報戦略本部及び広報センターでは，職員の広報意識を高めなが
ら，各部署の持つ情報資源を大学ブランド力向上に結び付けていく
ために「広報関連業務説明会」，各部署で管理しているホームペー
ジの更新方法を学ぶための「ウェブリリース２操作説明会」を毎年
実施している。2016年度は駿河台・生田キャンパスで開催し，広報
課職員から，①広報課が展開する広報戦略②広報連絡員の役割③大
学商標の使用の仕方④プレスリリースの出し方について④ホーム
ページの作成・修正，ニュース掲出についての説明を行い，各部署
から広報連絡員・ホームページ担当者ら109名が受講した。

・各部署で従事する業
務において何を広報す
ればよいのか等情報発
信に対する心構えと意
識づけができている。

・毎年定期的に「広報
関連業務説明会」と
「ウェブリリース２操
作説明会」を開催する
ことで，職員の「広
報」に対する心構えや
意識づけの底上げを図
れるようにする。

a



 2016年度 法人委員会 自己点検・評価報告書

基準９　管理運営・財務　（１）管理運営

現状の説明

当年度・次年度対応
Ｆ列にあれば記述

中長期的対応
Ｆ列にあれば記述

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を
　　評価する項目です。

評価 発展計画

Ｃ列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点・
理由

Ｄ列の現状から記述

改善を要する点・理由
Ｄ列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

Ｅ列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画

（５）危機管理体制，防火防災体制の構築　※明大オリジナル項目

a 防火防災及び緊急事態（火災，地震） ＜各キャンパスにおける危機管理体制，防火防災体制＞
　防火防災体制としては，「学校法人明治大学防火・防災管理規
程」及び「学校法人明治大学自衛消防隊組織編成基準」において，
防災本部のもと全職員による自衛消防隊を組織し，通報連絡班，消
火班等自衛消防隊本部，通報連絡係，初期消火係等消防小隊の任務
を規定しており，これに基づいて各種防災訓練を行って災害時に備
えている
　また，2016年度は，「大規模地震対応マニュアル」が完成し，災
害時の対応手順を明確化し，本マニュアルに基づく防災訓練も行っ
た。
　災害時の協力体制としては，キャンパスが所在する自治体との防
災の協定を結んでおり，駿河台キャンパスでは，千代田区と「大規
模災害時における協力体制に関する基本協定」を，中野キャンパス
では，中野区と「災害時における協力体制にかかる基本協定」を締
結し，帰宅困難者用の食料・資機材の備蓄，防災訓練，学生ボラン
ティアの派遣等を行っている。
　なお，各キャンパスでは，キャンパスに所属する学生・教職員の
６～７割が３日間過ごせる食料を備蓄するとともに，デジタル簡易
無線機等資器材を備えている。

　2016年度は，「大規
模地震対応マニュア
ル」が完成し，災害時
の対応手順の明確化
等，大学として防災に
対する職員の意識向
上・知識の習得に努め
た。
　また，本マニュアル
に基づく防災本部設営
訓練も行った。

　防火・防災訓練につ
いては，学生・教員の
参加人数が少ないた
め，参加人数を増やす
方策が必要である。

　実施した防火・防災
訓練の内容を，「大規
模地震対応マニュア
ル」に反映させ，内容
の充実を図り，より実
践的な訓練を行う。

防火・防災体制の運用
を具体的に示す「災害
発生時等の行動チェッ
クシート」の作成を進
めており，２０１７年
度中の完成を目指す。

防火・防災訓練につい
ては，より多くの学
生・教員が参加するよ
う，訓練回数，訓練の
種類等を増やすととも
に周知活動を工夫す
る。

b 危機管理広報 　大学役員・学部長・法人及び教学部門の管理職を対象に「危機管
理広報セミナー」を毎年夏期休暇前に実施している。これは，危機
管理広報事案において基本的な初動対応の仕方と事例について学
び，意識向上と緊急時の連絡体制・対応の心得について周知徹底す
るものである。2016年度は，７月に実施し147名(広報課職員含む)を
越える参加者が集った。また，職員向けの「広報関連業務説明会」
においても，危機管理広報に関する説明と，部署ごとに配布してい
る「危機管理マニュアル」の確認を平常時にも随時行うように呼び
かけた。
　学生に対しては，広報課が学生支援事務室に協力を仰ぎ，2017年3
月末に「明大SNSスタイル」第3弾「サークル活動編」をホームペー
ジに掲載した。新歓時期に起こりがちな飲酒事故の防止や、ソー
シャルメディアの適切な使用方法への注意喚起を目的としたマンガ
による事例集となっている。

・危機管理広報セミ
ナーを実施し，学長・
理事長はじめ，学部長
等の役職者や事務職員
の参加があり，危機管
理の対応への意識が高
さが窺える。
・「明大SNSスタイ
ル」はマンガ形式のた
め，学生にも読まれて
おり，学外でも公開の
たびにニュースとして
取り上げてくれてい
る。

・危機管理事案が大学
経営に及ぼす影響を大
学構成員（教職員・学
生）に理解させ，危機
管理広報事案が発生し
ないよう，所管部署と
連携してコンプライア
ンス向上を図る必要が
ある。
・「危機管理広報マ
ニュアル」を適宜新し
い情報に更新していく
必要がある。

・座学で事例を学ぶだ
けでなく，模擬記者会
見をはじめ，実例を踏
まえたシミュレーショ
ンによるロールプレイ
を実施し，リスクに対
する経験値を高めてい
く。特に，高度な判断
が要求される幹部教職
員へ強化を図る。ま
た，危機管理はすべて
広報課がやってくれる
という認識を取り払う
ため，危機管理と危機
管理広報の違いを示
し，危機管理時の当該
部署として役割を認識
してもらうための内容
を実施する。

・ＳＮＳでの炎上案件
が多く想定される学生
に向け，注意喚起する
マンガ「明大SNSスタ
イル」を継続して制作
し，学生にも大きな過
ちを起さないよう教育
していく。
・必要に応じて「危機
管理広報マニュアル」
の追加・修正等を行
う。

・危機管理広報事案が
発生しない土壌をつく
ることが必要で，明治
大学の構成員としての
自覚を促すインナー広
報と，事態を起こした
後の社会への影響等を
広く啓発していく。
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（６）大学を支援する団体などの構築　※明大オリジナル項目

a 父母会との協力関係と大学の管理運営
・ステークホルダー（校友会・父母会）と
の連携

　明治大学連合父母会が主催する父母会総会・父母懇談会が５月か
ら７月にかけて，全国57地区父母会で開催された。懇談会では，学
生生活，学業成績，就職等に関して，父母と大学担当者との間で熱
心な個別相談が行われた。
　また，10月には，駿河台キャンパスにおいて，首都圏11地区の父
母会が合同で，学部３年生の父母を対象とする就職懇談会を開催し
た。父母約1,500人が参加した懇談会では，父母の不安を少しでも和
らげ，子息・子女への効果的な支援とコミュニケーションを促すた
めに，本学の就職支援体制の説明，専門家による講演会，内定者
（４年生）によるパネルディスカッションが行われた。

　本学らしいブランド
に触れる機会を通じ、
明治大学へ進学させた
ことに満足してもらう
機会となっている。ま
た、明治が「第二の母
校」という、熱烈な明
大ファンとなった父母
との絆を確認交流する
場ともなっている。

　大学の国際化への取
り組みと連動した、海
外在住父母との関係構
築を目指した働きかけ
等が進展していない。

　スポーツ応援や文化
行事のお知らせなど、
ＳＮＳを通じて発信し
接触機会を増大する。
また、応援や交流を通
じて、明大が「第二の
母校」という緩やかな
関係の体系化を伸張す
るとともに、明大ファ
ンや明大伝道師の拠り
どころとなるプラット
フォームを構築する。

　校友会支部のある韓
国及び台湾において、
同校友会の協力によ
り、父母会設立準備懇
談会を執り行った。

　海外父母会の設立を
目指した懇談会を行
う。同時に、日本で本
学に在籍する留学生と
の意見交換会や父母交
流会への参加を通じて
の国際的な文化交流を
促進する。

b 校友会との協力関係と大学の管理運営 　５月から10月にかけて校友会全56支部において支部総会を開催し
た。法人役員が大学代表として参加し，各支部の校友と懇親を深め
た。
　10月には第19回ホームカミングデーを駿河台キャンパスにおいて
開催し，約4,300名の校友やその家族等が来場した。大学教職員と校
友双方から担当者を選出し，準備・実施にあたった。
　11月には第52回全国校友鳥取大会を開催した。全国の校友会支
部，韓国・台湾の海外支部から約900名の校友が参集し，旧交を温め
るとともに新たな絆も深めた。大学からも理事長、学長をはじめ多
数の法人役員、大学役職者が出席した。

　支部総会，ホームカ
ミングデー，全国校友
大会のいずれも，全国
の校友が絆を深めるこ
とで，母校愛の涵養に
寄与している。また，
法人役員、大学役職者
とも懇親を深めること
や，校友と大学教職員
が一体となって運営す
ることで，校友会と大
学の信頼関係を構築し
ている。

　支部活動等の校友会
活動に参加する校友の
高齢化が進んでおり、
今後いかに若手を取り
込んでいくかが、校友
会を永続的に発展させ
ていく上での重要な課
題となっている。

　支部総会や全国校友
大会についてはあくま
で校友会主催の行事で
はあるが，事務局を担
う校友連携事務室とし
てもＰＲの強化や内容
充実に積極的にアプ
ローチしていくこと
で，参加者の増加，満
足度の向上を図りた
い。そうすることで，
校友会とより緊密な信
頼関係を築いていくこ
とができると考える。

　全国の支部総会など
に事務局としても積極
的に参加することで各
支部とのネットワーク
をより強固なものに
し，また，それぞれが
抱える課題や問題点を
把握・共有すること
で，今後の改善に向け
た方向性を校友会・大
学が連携しながら検討
していきたい。

　全国の支部と連携
し，若手校友の校友会
活動参加率改善に取り
組み，より多くの，ま
た，幅広い世代の校友
の方々に寄付等を通じ
て積極的に大学を支援
していただける環境を
実現していきたい。
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基準 ９ 管理運営・財務 （２）財務

現状の説明

当年度・次年度対応
Ｆ列にあれば記述

中長期的対応
Ｆ列にあれば記述

（１）教育研究を安定して遂行するために必要かつ十分な財政的基盤を確立しているか。
①財政的基盤の状況と財政計画

＜財務運営の目的＞ ＜財務運営の目的＞
長期的に収支均衡を図ることを財政運営の基本とし，中・短期的に
は資金計画及び事業計画の未達成部分等について随時見直しを図
り，期中に発生する重要事項については，理事会及び評議員会の議
を経て，補正予算で対応する。また，私立学校法の主旨に則り，大
学構成員，関係者及び一般社会への説明責任の観点から，ホーム
ページ等を通じて積極的に財務情報を公開する。

＜財政的基盤の概況＞ ＜財政的基盤の概況＞
2016年度決算にて，基本金組入前当年度収支差額は14.6億円の収入
超過となった。経常収入に占める学生生徒等納付金は74.6％，人件
費は58.7％，教育研究経費は33.9％となった。学納金以外の収入確
保の難しさと支出に占める人件費・物件費の固定的で硬直性の高い
傾向が続いている。

基本金組入前当年度収
支差額で２年連続の収
入超過を達成した。
これに伴い，主要建物
等の大規模修繕・建替
えを確実に実施するた
め，減価償却引当特定
資産に30億円，また奨
学金の充実に向けて第
３号基本金引当特定資
産に15億円を積み立て
た。

＜中・長期的教育研究計画に対する財政計
画の策定と関連性＞

＜中・長期的教育研究計画に対する財政計画の策定と関連性＞
建学の精神・教育理念に基づく教育研究活動を永続的に発展させる
ことを目的として，教学と法人が一体となった検討組織として「学
校法人明治大学中期計画策定委員会」を立ち上げた。同委員会立ち
上げにあたり，予算配分・管理の在り方等財政健全化に向けた財務
戦略に関する基本方針及び財政的な見通しを理事会に答申すること
を目的として2012年度に設置された「財政検討委員会」にて，法人
における財政基盤の確立・強化及び財務戦略の推進に関し理事会か
ら諮問された事項を検討し，財政検討委員会答申書（第一次）を
2013年9月末に理事長宛に提出し，10月2日の理事会において本答申
書に関する報告を行った。
財政検討委員会の答申を踏まえ，中期計画策定委員会の下に３つの
専門部会が設置され，このうち財務戦略及び施設設備整備計画につ
いての中期計画策定を担う「財務戦略・施設設備整備計画専門部
会」の下に，財務理事を座長とする財務戦略ワーキンググループを
編成し，財務戦略についての中期計画を策定した。ワーキンググ
ループでまとめられ，上申された計画は，2014年8月開催の中期計画
策定委員会において他の専門部会計画と合わせて審議され，10月に
「学校法人明治大学中期計画（第一期）」として発表された。
当該中期計画は，2015年1月の中期計画策定委員会にて，財務戦略を
含めた中間統括をまとめ，外部に公表している。

今後の財政的基盤につ
いて，教育・研究の質
を維持向上させる環境
整備，将来の施設整備
にも対応し，永続的に
教育研究活動が行える
基盤の確立を図るた
め，2017年度新入生か
ら学費の改定を決定し
た。
また2018年度から，学
部の定員を1.15倍に増
員することを評議員会
で決定し，文部科学省
へ申請済。

経常収入に占める教育
研究経費は33.9％で，
前年度の41.8％から大
幅に低下し，目標値で
ある35％も下回った。
また人件費比率の
58.7％も，前年度の
53.7％から増加した。
これらは，大型の受託
事業が2015年度で終了
し，補助金収入（及び
それに伴う教育研究経
費支出）が大幅に減少
したことによる影響で
あり，より実態を表し
た比率である。

今後の財政的基盤につ
いて，教育・研究の質
を維持向上させる環境
整備，将来の施設整備
にも対応し，永続的に
教育研究活動が行える
基盤の確立を図るた
め，2017年度新入生か
ら学費の改定を決定し
た。

教育研究経費比率につ
いて，目標値の35％を
達成すべく，教育研究
の充実を重視した予算
措置を行う。
また2017年度より新設
された大学支援部との
連携について財務戦略
ワーキンググループの
中で審議し，教育研究
に資する外部資金を獲
得する。

a
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②科学研究費助成事業，受託研究費等の外部資金の受け入れ状況
＜募金による寄付金の受け入れ
　状況＞
・募金活動の推進

　募金室で募集している募金制度は(1)「未来サポーター募金」，
(2)「教育振興協力資金」の２つである。その他の募金制度は，各学
部等が募集している。
この他，遺贈の案内や寄付者顕彰制度の実施等，大学財政に寄与す
る大口寄付の獲得に向けた活動も行っている。
　(1)未来サポーター募金の主な募集対象は，校友，教職員，団体・
法人である。この制度では，寄付者は寄付金の使途を5つの資金から
選択できる。各資金の管理組織は，それぞれ寄付金の活用方針を検
討し，実行している。それらの活用結果を取りまとめたものが活動
報告書で，これを毎年寄付者に送付している。
未来サポーター募金は，寄付者とのコミュニケーションを重視して
おり，各種の顕彰制度を実施している。特に一定額（個人：100万
円，団体・法人：500万円以上）の寄付を頂戴した寄付者に対して
は，寄付者交流会に招待し，大学役職者と直接会う機会を設けてい
る。
　(2)教育振興協力資金の募集対象は，学生・生徒の父母である。こ
の制度は，教育研究環境の充実・発展に必要な経費として募集して
いる。この寄付金は当該年度の教育研究経費の支出に充てるため，
大学財政への貢献度が高い。
2016年度の寄付実績は，(1)未来サポーター募金が前年比13％減の2
億450万円，(2)教育振興協力資金が前年比7％増の4087万円，その他
の寄付金が前年とほぼ同額の2億2000万円となり，合計で前年比6％
減の約4億6537万円となった。

■熊本地震発生に伴
い，経済支援奨学基金
への協力依頼を教育振
興協力資金趣意書と合
わせて，学生父母に送
付した。結果，216件
1892万円の寄付を受け
ることができ，震災に
より修学が困難となっ
た学生に対する経済支
援に資することができ
た。

■教育振興協力資金の
募集対象のうち，付属
校について，従来の新
入生のみから在校生父
母までに拡大したこと
により，新入生父母も
寄付金控除の対象と
なった。付属校父母全
体からの寄付実績は19
件増268万円の増と
なった。

■毎年7月に寄付者に
対して発送している，
未来サポーター募金
「活動報告書」につい
て，2016年度は前年度
度寄付者に限定して送
付したが，7月・8月の
未来サポーター募金へ
の寄付件数・額が前年
度に比し減少したた
め，「活動報告書」送
付対象を拡大する必要
がある。

■2012年度から募金特
別号で案内を行ってき
た「遺贈・相続財産か
らの寄付」について，
寡少ではあるが問い合
わせや，実際の申込み
もあり，高齢化社会に
向け一層の周知が必要
となる。

■教育振興協力資金趣
旨書の発送に合わせ，
大学HP及び明治大学広
報において，趣旨書発
送について周知を図っ
ていることと同様に，
付属校HP等においても
趣意書発送・お願いに
ついて周知をはかるこ
とを計画する。

■未来サポーター募金
「活動報告書」（振込
用紙同封）の発送対象
を前年度寄付者から，
過去５年間の寄付者へ
拡大し，寄付金の有効
活用について広く理解
いただき，継続した寄
付についての意識を
持っていただく。

■「遺贈・相続財産か
らの寄付」に関する告
知について，募金関連
以外の刊行物・ページ
への掲載を進めるよ
う、関連部署の協力を
得る。

■2017年度より募金業
務を担っている募金室
が事務組織改編により
大学支援部大学支援事
務室となり，校友連携
事務室及び父母会連携
事務室と同一部に位置
づけられることから両
事務室との連携によ
り，校友・父母をはじ
めとするステークホル
ダーからの寄付につな
がる連携・支援の輪を
広げる計画の立案実施
を行う。

「学校法人明治大学寄付者顕彰制度」では，これまでに本法人が募
集してきた各種寄付金への累計額を基準とした顕彰を実施してい
る。具体的には寄付金額の累計が100万円以上の方を対象とした称号
の授与，刊行物等の送付，学内行事への招待などを行い，寄付者と
大学との繋がりを強化している。
特に累計500万円を超える方々を寄付者交流会に招待し，役員との交
流の場を作っている。これは，寄付者と大学の信頼関係を高め，末
永い支援に繋げることを狙っている。
　募金事業と後述する明治大学カード事業は，募金常設委員会が事
業の推進と運営を担っている。

a
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＜明治大学カード事業による
　外部資金の受け入れ状況＞

　寄付金募集の他，奨学金を支援する活動として「明治大学カード
事業」を実施している。
　本事業は，提携するクレジットカードの利用額に応じた提携手数
料とカード会員獲得による募集手数料を事業収入として「創立者記
念奨学金」に充当している。
2016年度は，提携手数料が前年とほぼ同額の約895万円となった。募
集手数料を含めたカード事業全体の収入は前年比92万円減の約1095
万円であった。このことは2015年度で発行を終了した「明治大学
カード会報」の広告掲載料がなくなったことが大きく影響してい
る。
　なお，カード会報終了後の本事業の主な広報媒体は明治大学広報
（通常号・募金特別号）とした。特に募金特別号では大きく紙面を
割いて告知した。（2016年９月：２面見開き，2017年１月号：最終
面全面）

カード会報を2015年度
限りで終了したことに
より，広告料収入がな
くなったが，会報作成
のための印刷製製本
費，発送のための業務
委託費，郵便費が発生
しなくなったため，
カード事業全体として
の収支は改善した。

カード会報終了に伴
い，カード事業の広告
媒体は明治大学広報で
あるが、今後は他の媒
体にどのように広げて
いくかを検討する必要
がある。

カード事業の支出は限
りなく抑えることがで
きたので，今後は事業
収入が拡大するよう大
学支援部全体で事業の
周知活動を行う。

■2017年度より募金業
務を担っている募金室
が事務組織改編により
大学支援部大学支援事
務室となり，校友連携
事務室及び父母会連携
事務室と同一部に位置
づけられることから両
事務室の協力・連携に
より，一般カード会員
獲得のための周知を行
う。

事業活動収支計算書関係比率及び貸借対照
表関係比率の適切性

比率は2016（平成28）年度決算値である。また同規模他私大平均値
は，日本私立学校振興・共済事業団2016〔平成28〕年度版「今日の
私学財政」を引用している。
(ｱ) 事業活動収支計算書関係比率（表５）
学生生徒等納付金比率は74.6％で，前年度の66.2％から上昇した
（2014年度は69.6％）。大型の受託事業が終了した影響で補助金収
入が減少し，相対的に比率が引き上げられたもの。
基本金組入率は4.6％。2015年度の1.6％からは上昇したが，2014年
度の8.6％と比較すると依然として低い傾向にある。
人件費比率は58.7％で，前年度の53.7％から上昇した（2014年度は
57.6％）。大型の受託事業が終了し，補助金収入が減少したことに
よる影響である。
人件費依存率は78.7％。2014年度の82.7％をピークに，2015年度の
81.1％に引き続き減少傾向にある。
教育研究経費比率は33.9％で，前年度の41.8％から減少した（2014
年度は40.5％），大型の受託事業が終了したことによる影響であ
る。
減価償却比率は11.8％。2015年度の10.3％から増加しているのは大
型受託事業の終了等に伴い経常支出が減少した影響によるもので，
2014年度の11.7％と比較するとほぼ横ばいとなっている。
基本金組入後収支比率は101.9％。第３号基本金引当特定資産を積み
立てたことにより2015年度の100.6％からは上昇したが，2014年度の
112.8％と比較すると依然として改善傾向にある。

事業活動収支計算書関
係比率では，受託事業
収入減の影響を受ける
人件費比率は悪化した
ものの，同収入減の影
響を受けない人件費依
存率は改善している。

貸借対照表関係では，
流動比率が２年連続で
改善されており，各種
引当特定資産や第３号
基本金へ積み立てるた
めの原資が増加してい
る傾向にある。

基本金組入率は，前年
度の1.6％から4.6％へ
と多少回復したが，目
標の10％と比較すると
依然として低い状況に
ある。
また，大型の受託事業
収入という特殊要因が
なくなったことによ
り，今年度は学生生徒
等納付金比率，教育研
究経費比率，人件費比
率等，大学の財務体質
を示す指標が悪化して
おり，改善を要する状
況である。

施設設備の老朽化対策
の原資確保のために減
価償却引当を継続的に
実施し，将来に備えた
積立を行ったうえで流
動比率を維持する。

低い基本金組入率は，
緊縮財政を実施した短
期の結果としては起こ
り得るが，中期的に続
くのは望ましい状況で
ないため，10％への回
復及びその後の安定的
な組入率の維持を指標
とする。
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(ｲ) 貸借対照表関係比率（表６）
固定比率は2015年度と同じ112.1％。2014年度の112.8％からは減少
している。
固定長期適合率は2015度と同じ93.5％。2014年度の94.2％からは減
少している。
流動比率は186.7％。この指標は支払能力の判断基準とされ，130周
年記念事業での大型施設建設等により，年々減少を続けていたが，
2015年度から回復傾向となっている（2014年度は173.8％，2015年度
は181.3％）。
総負債比率は22.4％。2011年度の退職給与引当金の期末要支給額変
更の影響以降，ほぼ横ばいとなっている。2014年度は22.6％，2015
年度は22.7％であった。
負債比率は28.9％。総負債比率と同様の理由で，2011年度よりほぼ
横ばいとなっている（2014年度は29.2％，2015年度は29.4％）。
基本金比率は99.7％，ここ数年は99％台を維持しており，同規模他
私大平均値よりも高い。
退職給与引当特定資産保有率は，2010年度まではほぼ100％を維持し
ていたが，2011年度からは退職給与引当金の期末要支給額を変更し
たことにより，50.0％となっている。
繰越収支差額構成比率はマイナス32.1％。マイナスの増加を続けて
いるが，2014年度及び2015年度のマイナス31.8％からほぼ横ばいと
なっている。
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改善を要する点・理由
Ｄ列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

Ｅ列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画

（２）予算編成及び予算執行を適切に行っているか。
①予算編成の適切性と執行ルールの明確性，決算の内部監査

＜予算編成と執行のルールと責任＞ 「特定課題推進費」が
浸透し，各部署が効率
的かつ柔軟に予算執行
を実施した結果，収支
は前年度よりも改善し
た。

老朽化施設の更新に係
る財源を予算編成段階
で確保するため，2017
年度より減価償却引当
特定資産を予算化し
た。

受託型や参加費徴収型
など，収入に紐付いた
プログラム経費の取り
扱いが統一されていな
い。期首予算，期中追
加予算にかかわらず，
収入の全額を経費とす
る場合と，収入の一部
はプログラム事務手数
料という考えの下に全
額を経費としない場合
とが混在している。

予算編成方法は維持し
つつ，より現場のニー
ズを汲みとれるよう，
事務レベルによる部署
毎の個別ヒアリングや
査定に重点を置いた予
算審議方法の案を策定
する。

施設計画と連動させた
減価償却引当特定資産
の積立・取崩の計画を
予算に組み込んでい
く。

収入のあるプログラム
予算の取扱い方針を固
める。その際，収入の
源泉はどこか，また参
加者が本学学生なのか
学外者なのか，といっ
たケース毎に判断す
る。また予算の流用に
ついても取扱いを定め
る。

個別プログラム毎に左
記の取扱い方法を判断
していく中で様々な
ケースを集約し，予算
編成時だけでなく期中
予算追加の場合を含め
た財務課のガイドライ
ンを策定する。

＜特定課題推進経費導入による重点的な予
算編成＞

＜特定課題推進経費導入による重点的な予算編成＞
中期計画のベースである2013年度決算支出額を大元として編成され
た2016年度当初予算に，2017年度学部・大学院新入生の学費値上げ
分を含めた収支見込を勘案した「2017年度予算編成方針」を立て
た。特定課題推進費の新規要求はスクラップ＆ビルドの考えの下，
既存の予算を削減しその財源を明らかにして要求することとし，配
分された総枠の中で各部署が実施内容を検討のうえ，効率的かつ柔
軟に実施していく方式を継続する。
すでに契約締結済の経費，規程等により支出が定められている経費
や「収入支出関連経費」等，支出額が確定している経費を固定費と
して抽出し，内容を確認したうえで要求額を配付し，それ以外を各
学部等機関に配分する。

a ＜予算編成と執行のルールと責任＞
各学部等機関における教育研究目的を実践するための具体的な財源
確保は，それぞれの教育・研究に関わる中・長期計画を策定し，必
要な事業を予算化することから始まる。「学校法人明治大学予算管
理要領」において，学長は大学における翌年度の教育・研究に関す
る年度計画書及びこれに関する長・中期計画書を作成し，９月末日
までに理事長に提出することを規定している。
上記の計画書提出までの流れとして，学長はまず大学全体の計画を
まとめるため，翌年度の教育・研究年度計画を策定するための基本
方針となる「学長方針」を５月下旬に提示する。各学部等機関は，
学長方針に基づき，「教育・研究に関する年度計画書」を６月末に
学長へ提出し，７月中に提出された年度計画書及び政策的計画に関
して，各学部等機関は大学執行部による「学長ヒアリング」を通じ
て年度計画について説明を行う。学長は，この計画に対し，教学に
おける調整及びプライオリティを判断し，「学長の教育・研究に関
する年度計画書」として９月末に理事長に提出する。
その後，10月中旬に理事会から出される予算編成方針に基づき，各
学部等機関が次年度の予定経費要求書を11月上旬までに作成し，財
務部に提出する。この予定経費要求書を財務部が取りまとめて整
理・分析し，12月に理事長及び学長を含めた理事者による集中的な
予算審議を行うことで，次年度予算原案を作成する。
これらの審議を経て，１月末の理事会において予算審議査定結果の
承認及び次年度予算原案を審議・承認し，３月末に開催される評議
員会の議を経て予算案（配分予算）が決定する。以上のとおり，予
算編成過程において，執行機関である各学部等機関と，審議機関で
ある理事会・評議員会との役割は明確になっている。予算執行につ
いては理事会が責任を負っている。



 2016年度 法人委員会 自己点検・評価報告書

基準 ９ 管理運営・財務 （２）財務

現状の説明

当年度・次年度対応
Ｆ列にあれば記述

中長期的対応
Ｆ列にあれば記述

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を
　　評価する項目です。

評価 発展計画

Ｃ列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点・
理由

Ｄ列の現状から記述

改善を要する点・理由
Ｄ列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

Ｅ列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画

＜独立監査人による監査＞ 　本学における「独立監査人（公認会計士）の監査」は，私立学校
振興助成法第14条第３項に基づき，明治大学公認会計士会に委嘱し
て行っている。具体的には，会計監査人がリスクアプローチに基づ
く標準化された手続（試査・実査等）によって，財務部門を　中心
に各事務部署に対して期中（2016年10～12月）及び期末（2017年４
～５月）に年間延べ約125人・日の往査を行い(往査には内部監査人
が同行している)，計算書類が学校法人会計基準に準拠して作成され
ているか，証憑や計算書類が適正であるか監査している。期中及び
期末監査とも監査実務終了後，会計監査人監査の適正性，客観性に
ついて担保するため，審査人による審査を実施する。大学財政の現
状及びその会計処理の適正性を確認するため，2016年12月及び2017
年５月に会計監査人と学校法人明治大学監事による連携監査を実施
し，大学財産等の状況について，連携し，監査手続を行っている。
　また，会計監査人の監査指摘事項・指導等の会計監査結果を実務
業務に活かすため，財務・内部監査部門が参加する総括報告会を
2016年12月及び2017年５月に実施した。総括報告会を実施すること
により，財務部門及び内部監査部門は，適正な財務・会計処理及び
業務処理の指導・改善に向けた情報を収集し，有効な業務指導・業
務改善を行うことが可能となり，2016年度及びそれ以降の業務改善
に結び付いている。2017年６月に理事会は，当該年度の計算書類に
ついて会計監査人から「独立監査人の監査報告書」の提出を受け，
計算書類等が本学の経営状況及び財政状態の重要な点において適正
に表示されていることを確認・了承した。

会計監査人による期中
監査及び期末監査終了
後の監査指摘事項・指
導等の会計監査結果を
実務業務に活かすた
め,財務部・監査室向
けの総括報告会を毎回
実施している。総括報
告会を実施することに
より,財務部門及び内
部監査部門は,適正な
財務・会計処理及び業
務処理の指導・改善に
向けた情報を収集し,
有効な業務指導・業務
改善に結び付いてい
る。

会計監査人からの指摘
事項を関係部署にその
都度詳細を連絡し,業
務改善を行うよう指示
している。また,内容
によっては,その年度
の内部監査の対象部署
として取り上げてい
る。

＜監事による監査＞ 　本学は私立学校法第37条第３項に基づき監事３名を置き，監事の
業務基準である「暫定監査基準」に基づき，学校法人の業務及び財
産の状況を毎年，監査している。2016年度は所要の監事監査を独立
監査人（公認会計士）と連携監査を実施し，理事会及び評議員会に
「監査報告書」を提出した。また，学校法人の業務について，適
時，適切に理事会，評議員会及び他の重要な会議に出席し，意見を
述べ，さらには，理事と担当業務について意見交換を行う等するこ
とにより，学校法人及び理事の業務執行の適正性，適法性，効果性
の確保・向上及び財産の状況の把握に役立てている。
＜内部（業務）監査と業務改善＞
　本学では業務の監査・改善の取組みとして，「内部監査規程」に
基づき，内部監査（業務監査）を実施している。内部（業務）監査
は，毎年，大学方針や監督官庁等の施策に沿った重点業務・部署を
中心に実施しており，立案－実地監査－監査報告（改善個所等の指
摘）－現場改善－改善確認－立案のＰＤＣＡサイクルに基づき行
い，業務の適法性，目的性，適切性，効率性等の確保・向上に寄与
している。また，独立監査人（公認会計士）・大学監事とも業務連
携を行い，重層的に監査‐業務改善の取組みを行っている。内部監
査は，事務組織である監査室（専従職員３名）により行われ，2016
年度は，10月～12月の期間に10部署の業務監査を実施した。監査結
果は「内部監査報告書」により，理事会に報告している。理事長が
特に改善を要すると判断した業務（部署）について担当理事と協議
し，監査室が「改善指摘事項」を作成し，担当理事を通じて該当部
署への改善取組を依頼する。

内部監査（業務監査）
を実施することによ
り、相手部署が普段気
づかない業務課題を指
摘することによって業
務改善の取組みに少な
からず効果があがって
いる。

監事の業務基準である
「暫定監査基準」は,
昭和４２年に制定され
ており,監事監査に必
要な基本事項は網羅さ
れているものの,高度
化・複雑化する大学活
動にあって,適切な監
査活動を実施するため
の行動規範が必要であ
る。

内部監査においては,
理事会で監査報告した
後,理事長が特に改善
を要すると判断した部
署について担当理事と
協議し,「改善指摘事
項」を作成し該当部署
へ「改善取組」の依頼
をする。

法人運営（理事会・評
議員会）を監査し,
もって大学運営の質の
向上に資することを目
的として,監査の対
象・内容方法・手順等
を明記した「監査実施
要領（仮称）」を作成
する必要がある。

a



 2016年度 法人委員会 自己点検・評価報告書

基準 ９ 管理運営・財務 （２）財務

現状の説明

当年度・次年度対応
Ｆ列にあれば記述

中長期的対応
Ｆ列にあれば記述

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を
　　評価する項目です。

評価 発展計画

Ｃ列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点・
理由

Ｄ列の現状から記述

改善を要する点・理由
Ｄ列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

Ｅ列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画

②予算執行に伴う効果を分析・検証する仕組みの確立
法人経営の側面から予算全体の分析・検証
システム

法人経営の側面から，予算全体の分析・検証システムは評議員会の
下に設置される予算委員会が担っている。評議員会は，理事会が策
定した予算案の審議に際して予算委員会を設置し，予算を精査し
「（各年度）予算委員会審議報告書」を作成する。報告書では，予
算案承認の可否に続いて「事業計画の実行および予算の執行にあ
たって求められる基本姿勢」と「要望事項」を示し，理事会に対し
て要望事項に対する検討結果の報告を求めている。これに対して理
事会は当該年度末に，理事会の意思決定，予算執行についての振り
返った結果を報告する仕組みを構築している。なお，2012年度から
は「予算委員会審議報告書」に基づき，前期時点における法人・大
学各機関が取り組んできた要望事項の対応経過，進捗状況，検討結
果等の中間報告を評議員会において行っている。
理事会は，意思決定，予算執行の側面から，評議員会の求めに応じ
て自ら点検・評価を行い，これを評議員会に報告するシステムを
取っており，その結果は評議員会における次年度の事業計画や予算
承認の検討に反映される。

収支の悪化を伴う期中
予算追加額が，前年度
と比べて約半減した。
特殊事情に起因する巨
額の予算追加がなく
なったことが主な要因
であるが，件数自体も
減っており，柔軟な予
算執行を可能にした現
在の予算制度も寄与し
ていると考えられる。

現在の予算編成制度は
予算執行の抑制自体に
重点を置き，全てを経
常経費として扱ってい
るため，執行の効果分
析には至っていない。

引き続き，予算執行の
抑制に重点を置く方針
を継続する。

財務課の各予算主管担
当レベルで，予算執行
状況から計画に沿って
いるかどうかのフォ
ローを実施する。また
中期的な決算推移を見
ながら，効果分析を伴
う経費の部分的再導入
を行う。

2017年度予算編成 2017年度予算は，予算編成方針に則り，基本金組入前当年度収支差
額の目標設定を行った上で固定的な経費を確保した後，内容を精査
し予算を配分するため，前年度同様に柔軟な予算の組み替えを認め
るが，配分にあたっては，経費を精査し継続の是非について再検討
を行うとともに，固定的な経費を見極めたうえで，過年度の執行状
況等を勘案することとした。
また新規要求は既存の予算を削減しその財源を明らかにして要求す
ることとし，提出された要求に対しては，効果や他の実績等を勘案
して査定することとした。

b



 2016年度 法人委員会 自己点検・評価報告書

基準 10 内部質保証システム

現状の説明

当年度・次年度対応
Ｆ列にあれば記述

中長期的対応
Ｆ列にあれば記述

（１）学校法人の諸活動について点検･評価を行い，その結果を公表することで社会に対する説明責任を果たしているか。
◎自己点検・評価の実施と公表 　法人では，毎年，「法人自己点検・評価委員会設置内規」に基づ

き，法人自己点検・評価委員会を実施しており，各法人部署が作成
した報告書を，全学的な視点から点検・評価している。公表につい
ては，法人部門の内容を含めた報告書を，取りまとめ部署である評
価情報事務室が本学ホームページで広く社会に公表している。

各法人部署の部長のみ
ならず，学外委員（評
議員）を委員に含める
ことで全学的な視点か
ら報告書を点検・評価
している。

2016年度は委員会の開
催が１回のみだったた
め，点検・評価期間が
短くなってしまった。

各法人部署が担当項目
のみならず，他部署の
点検・評価をチェック
できる体制づくりにも
取り組む。

2017年度は複数回開催
することを決定し，よ
り時間をかけて点検・
評価できる体制を整え
る。

◎受験生を含む社会一般に対して，公的な
刊行物，ホームページ等によって，必要な
情報を公表していること。
※財務関係書類（事業報告書等）
※学校教育法等法令によるもの
※情報公開請求への対応

　「情報公開」として学校教育法施行規則等の一部改正に伴う教育
情報に関する内容を「教育情報の公表」，法人経営に係る内容を本
学ホームページの「事業計画書，事業報告書，財政状況」の各ペー
ジにおいて年度初めに公表している。

事業計画書と事業報告
書については，項目を
連動させて内容の整合
性を整えたことによ
り，ＰＤＣＡしやすい
体制となった。

公開する情報について
は，内容をわかりやす
くするための見直しを
適宜行っていく。

本学の保有する個人情報の開示等請求については「個人情報の保護
に関する規程」に基づき，手続き，窓口等をホームページに明示し
ている。個人情報保護関係では，「学校法人明治大学個人情報保護
方針」，「図書館における個人情報の保護に関する要綱」及び「学
校法人明治大学個人情報取扱ガイドライン」を定め，教職員が適切
に個人情報を取扱うよう管理体制を整えるとともに，新入職員研修
その他の研修を企画・実施し，意識の徹底に努めている。

大学の財政状況について理解を得られるよう教職員・学生・父母・
校友など大学関係者を中心に財政公開を行っている。具体的には，
明治大学広報を通じて，予算については「予算編成方針」「予算の
概要」「資金収支予算」「事業活動収支予算」を，決算については
「資金収支計算書」「活動区分資金収支計算書」「事業活動収支計
算書」「貸借対照表」を掲載し，それぞれの主な内容に関して説明
を行っている。また，社会・一般向けには大学ホームページでも，
これらの内容に加えて，決算については「財産目録」「独立監査人
の監査報告書」「監事による監査報告書」を，さらには上半期決算
の「資金収支計算書」「事業活動収支計算書」「貸借対照表」を含
めて公表している。
事業報告書には，学校法人会計の企業会計との違いについての説明
を付記した。
また「資金収支計算書」「事業活動収支計算書」「貸借対照表」の
３表について，英語版を大学ホームページにて公開している。

大学関係者及び学外向
けに，新会計基準に
沿った財務情報を公表
している。事業報告書
には，学校法人会計の
企業会計との違いにつ
いての説明を付記し
た。
また英語版の決算資料
フォーマットを作成
し，2015年度決算分よ
り本学ホームページに
公開している。

2015年度に，本学の財
政状況と今後の見通し
に関する冊子を学内向
けに配布し，厳しい財
政状況について説明し
たが，その後の財政状
況の変化についても説
明する必要がある。

事業報告書以外の情報
公開の内容も，わかり
やすくするための見直
しを適宜行っていく。

学費の改定や定員増員
等，収支への影響が大
きい改定の結果が実績
として反映された段階
で，本学の財政状況及
び見通しがどう変化し
たかを学内向けに情報
提供する。

a

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を
　　評価する項目です。

評価 発展計画

Ｃ列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点・
理由

Ｄ列の現状から記述

改善を要する点・理由
Ｄ列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

Ｅ列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画
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基準 10 内部質保証システム

現状の説明

当年度・次年度対応
Ｆ列にあれば記述

中長期的対応
Ｆ列にあれば記述

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を
　　評価する項目です。

評価 発展計画

Ｃ列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点・
理由

Ｄ列の現状から記述

改善を要する点・理由
Ｄ列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

Ｅ列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画

（２）内部質保証に関するシステムを整備しているか

a 　本学では，建学の精神，理念・使命，人材養成その他教育研究上
の目的及び各種方針の実現に向けて，恒常的に改善・改革を促進す
るため，明治大学「内部質保証の方針」を定め，方針，組織体制，
関係校規を明示している。
　「内部質保証の方針」では，点検・評価を行う「自己点検・評価
全学委員会」「各学部教授会・研究科委員会等及び各学部等自己点
検・評価委員会」「自己点検・評価 評価委員会」の役割を定めると
ともに，点検・評価から年度計画・予算システムへ連動させること
を方針として掲げている。

　法令順守の精神に則り，コンプライアンスに関する必要な校規を
設けるとともに，コンプライアンスの徹底を図っている。
　研究関係では，「明治大学研究者行動規範」をはじめ，各種規程
を定めている。研究費の適正使用に向けて，研究活動の不正行為に
関する通報及びその相談窓口，適切な手続処理のほか，通報者の保
護を図り，不正行為等の未然防止・早期発見に努めている。また，
「公的研究費の管理・監査のガイドライン」，「不正行為への対応
等に関するガイドライン」の対応として，コンプライアンス教育コ
ンテンツを視聴後に「誓約書」をコンプライアンス推進責任者まで
提出すること，研究倫理教育としてCITI Japan プロジェクト提供の
ｅラーニングを修了することを推奨している。
　個人情報の保護については，「学校法人明治大学個人情報保護方
針」，「個人情報の保護に関する規程」，「図書館における個人情
報の保護に関する要綱」，「学校法人明治大学特定個人情報の適正
な取扱いに関する基本方針」及び「特定個人情報取扱要綱」を定め
ている。
　情報システム関係では，本学の情報資産の安全性と健全性の確
保・保全に関して規定している「明治大学情報セキュリティポリ
シー」のほか，ソフトウェアも本学の重要な資産であるという認識
の下，ソフトウェアの不正使用等を防ぐための「学校法人明治大学
ソフトウェア管理規程」を定めている。
　ハラスメント関係では，キャンパス・ハラスメントの防止及び排
除に努めるとともに，万一，キャンパス・ハラスメントが発生した
場合に迅速かつ適切に必要な措置が講じられるよう「明治大学キャ
ンパス・ハラスメントの防止等に関する規程」により，ハラスメン
トの相談体制や発生時の審査手続等が整えられている。

●質保証を積極的に行うための方針を明ら
かにし，内部質保証システムを整備してい
るか。
①内部質保証の方針と手続きの明確化
②内部質保証を掌る組織の整備
③自己点検・評価を改革・改善につなげる
システムの確立
④構成員のコンプライアンス（法令・モラ
ルの遵守）意識の徹底
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基準 10 内部質保証システム

現状の説明

当年度・次年度対応
Ｆ列にあれば記述

中長期的対応
Ｆ列にあれば記述

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を
　　評価する項目です。

評価 発展計画

Ｃ列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点・
理由

Ｄ列の現状から記述

改善を要する点・理由
Ｄ列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

Ｅ列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画

（３）内部質保証システムを適切に機能させているか
●そのシステムを適切に機能させ，改善に
結びつけているか。
①組織レベル・個人レベルでの自己点検・
評価活動の充実
②データベース化の推進
③学外者の意見の反映
④文部科学省及び認証評価機関等からの指
摘事項への対応

　法人経営，予算面からの内部質保証システムとして，評議員会に
設置される「予算委員会」の役割がある。評議員会は，理事会が策
定した予算案の審議に際して予算委員会を設置し，予算を精査し
「（各年度）予算委員会審議報告書を作成する。報告書では，予算
案承認の可否に続いて「事業計画の実行及び予算の執行にあたって
求められる基本姿勢」と「要望事項」を示し，理事会に対して要望
事項に対する検討結果の報告を求めている。これに対して理事会
は，当該年度末に「（各年度）予算委員会要望事項について（報
告）」として，理事会の意思決定，予算執行を振り返った結果を報
告する仕組みとなっている。理事会は，意思決定，予算執行の側面
から，評議員会の求めに応じて自ら点検・評価を行い，これを評議
員会に報告するシステムとなっており，その結果は評議員会におけ
る次年度の事業計画や予算承認の検討に反映される。なお，予算委
員会は教職員の身分のある評議員と学外有識者の評議員がほぼ半数
で構成されており，学外有識者の関与という視点からも重要であ
る。
　なお，「法人部門の自己点検・評価」については，総務担当常勤
理事を議長とし，法人事務部長と学外有識者を交えた「法人自己点
検・評価委員会」が組織されている。法人運営を学外の意見を踏ま
えながら自己評価する仕組みが整っている。

2016年度の「法人自己
点検・評価報告書」
に，事業計画の内容を
反映したことで，より
わかりやすくチェック
できるようになった。

2016年度は「法人自己
点検・評価委員会」の
開催が１回だったた
め，修正期間が短く
なってしまった。

今後，さらに「中期計
画」等を連動させるこ
とによって，法人の自
己点検・評価に生かし
ていく。

2017年度は「法人自己
点検・評価委員会」を
２回開催することと
し，１回目は確認，２
回目は修正を反映した
最終案の承認と手順を
踏むこととした。

「法人自己点検・評価
委員会」の委員である
法人部署長について
は，担当の部のみなら
ず，全学的な視点で自
己点検・評価を行って
もらえるような体制づ
くりに取り掛かる。

　毎年度，本学の活動記録である「学事記録」と，他大学との比較
や年度推移に焦点をあてた「本学の概況資料集」を企画課が作成し
ている。これらは役員をはじめとして，評議員，学内役職者及び学
内関連部署に配布するとともに，データをＭＩＣＳに掲載し，教学
の発展方策の立案や経営判断資料の作成など多元的な利用に供する
こととしている。2016年度については，概況資料集（2015年度）を
７月25日に，学事記録（2015年度）を2017年１月27日に発刊した。

概況資料集及び学事記
録は，活動記録や他大
学との比較を記載して
いることから，学内関
係部署にとって有効に
活用されている。

今後も有効活用しても
らうにあたり，資料を
わかりやすくする工夫
等の見直しを引き続き
行っていく。

a
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表１　設置キャンパスの概要

キャンパス名 組織 設置されている教育組織
収容定員
（人）

校地面積
（㎡）

収容定員
一人あたりの
校地面積（㎡）

校舎面積
（㎡）

収容定員
一人あたりの
校舎面積（㎡）

【学 部】

＜３・４年次＞
法学部／商学部／政治経済学部／文学部
／経営学部／情報コミュニケーション学
部

【大学院】

法学研究科／商学研究科／政治経済学研
究科／経営学研究科／文学研究科／情報
コミュニケーション研究科／グローバ
ル・ガバナンス研究科

【専門職大学院】
法務研究科／ガバナンス研究科／グロー
バル・ビジネス研究科／会計専門職研究
科

【学 部】

＜１・２年次＞
法学部／商学部／政治経済学部／文学部
／経営学部／情報コミュニケーション学
部

【大学院】 教養デザイン研究科

【学 部】 理工学部／農学部

【大学院】 理工学研究科／農学研究科

【学 部】 国際日本学部／総合数理学部

【大学院】

国際日本学研究科／先端数理科学研究科
／
理工学研究科新領域創造専攻・
同建築学専攻国際プロフェッショナル
コース

中野キャンパス 2,540 16,580 6.53 32,181 12.67

生田キャンパス 6,796 169,832 24.99 120,747 17.77

和泉キャンパス 9,402 80,240 8.53 85,525 9.10

駿河台キャンパス 11,005 36,625 3.33 170,593 15.50
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表２　寄付金の受入状況 （単位：千円）

寄付金の種類 2014年度 2015年度 2016年度

未来サポーター募金 164,345 234,360 204,544

教育振興協力資金 32,676 38,171 40,871

学術研究奨励寄付金 59,083 55,286 63,948

奨学基金 0 55,280 20,706

校友会奨学金 45,500 19,500 20,000

寄付講座 27,170 15,500 19,340

その他の寄付 39,760 75,092 95,965

合　計 375,506 493,189 465,374

※ 金額は受配者指定寄付金として受け入れたものを含めた当該年度中の申込額

表３　未来サポーター募金年度別寄付実績

①　寄付者区分別 （単位：千円）

2014年度

件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額

校友 2,629 109,135 2,760 172,957 2,333 152,368 13,682 808,309

父母 65 4,282 85 4,888 57 2,319 296 16,049

教職 337 7,319 265 14,489 274 7,185 2,889 124,843

一般 17 302 48 1,788 56 1,187 172 8,008

小計 3,048 121,038 3,158 194,122 2,720 163,059 17,039 957,209

50 9,503 53 8,849 65 10,975 398 155,683

97 33,804 89 31,389 93 30,510 787 576,204

3,195 164,345 3,300 234,360 2,878 204,544 18,224 1,689,096

②　寄付資金別 　（単位：千円）

件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額

奨　学 1,260 54,319 1,255 88,740 1,116 65,334 6,270 395,397

国際化 296 11,737 266 10,100 232 17,850 1,369 87,560

研　究 326 11,518 284 17,455 202 10,082 1,758 98,570

スポーツ 829 52,403 1,063 64,527 890 77,350 5,207 345,758

キャンパス整備 484 34,366 432 53,538 438 33,929 3,620 761,811

合　計 3,195 164,345 3,300 234,360 2,878 204,545 18,224 1,689,096

※ 募集開始：2010年9月

表４　明治大学カード事業の推移　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

収入の種類 2014年度 2015年度 2016年度

提携手数料（注１） 8,910 8,935 8,945

募集手数料（注２） 2,242 1,913 2,008

広告掲載料（注３） 784 1,023 -

合　計 11,936 11,871 10,953

（注１)カード利用額に応じて提携カード会社から大学に支払われる手数料。

（注２)新規入会1件につき一定額が提携カード会社から大学に支払われる。

（注３)年間2回発行している会報への広告掲載料。広告主から大学に支払われる。

       会報は2015年10月発行分で終了。

2016年度 募集開始からの合計

団　体

法　人

合　計

分類
2014年度 2015年度

※ 募集開始：2010年9月

個人

2015年度 2016年度 募集開始からの合計

区　分



 ２０１６年度　法人自己点検・評価報告書

同規模他 目標

私大平均値 数値

学生生徒等納付金 70%

経常収入 以下

基本金組入額 高い値が 10%

事業活動収入 良い 以上

人件費 低い値が 50%

経常収入 良い 以下

人件費 低い値が 70%

学生生徒等納付金 良い 以下

教育研究経費 高い値が 35%

経常収入 良い 以上

減価償却額 適宜

経常支出 検討

事業活動支出 低い値が 100%

事業活動収入－基本金組入額 良い 以下

同規模他 目標

私大平均値 数値

固定資産 100%

純資産 以下

固 定 資 産 90%

純資産＋固定負債 以下

流動資産

流動負債

総負債 20%

総資産 以下

総負債 25%

純資産 以下

基本金

基本金要組入額

退職給与引当特定資産

退職給与引当金

繰越収支差額 △20％

総負債＋純資産 以下

①学生生徒等納付金比
率

どちらとも
いえない

74.60% 63.40%

表５　事業活動収支計算書関係比率（2016年度決算）

名　　　称 公　　式 評価 明治大学

②基本金組入率 4.60% 11.20%

③人件費比率 58.70% 49.60%

④人件費依存率 78.70% 78.20%

⑤教育研究経費比率 33.90% 38.30%

①固定比率
低い値が良

い
112.10% 102.90%

⑥減価償却額比率
どちらとも
いえない

11.30% 10.70%

⑦基本金組入後収支比
率

101.90% 106.40%

表６　貸借対照表関係比率（2016年度決算）

名　　　称 公　　式 評価 明治大学

⑤負債比率
低い値が良

い
28.90% 17.00%

②固定長期適合率
低い値が良

い
93.50% 93.20%

③流動比率
高い値が良

い
186.70% 215.00% 維持

④総負債比率
低い値が良

い
22.40% 14.50%

100%

⑦退職給与引当特定資
産保有率

高い値が良
い

50.00% 63.90% 維持

⑧繰越収支差額構成比
率

高い値が良
い

△32.1％ △17.0％

⑥基本金比率
高い値が良

い
99.70% 96.80%


